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※「分配金込基準価額」は、分配金（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。※基準価額の計算において、運用管理
費用（信託報酬）は控除しています。※当ファンドの信託報酬率は、ファンドの純資産総額の一定の増加により逓減する仕組みとなっており、当レポー
ト作成基準日現在、年率1.265%（消費税込）です。

※「基準価額」およびその「前月末比」は分配落後です。※「騰落率」は、基準日から過去に遡った期間です。税引前分配金を分配時にファンドへ再投
資したものとみなして計算しています。※分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。※収益分配金は委託会社が
決定します。分配を行わない場合もあります。

月次レポート  作成基準日 2026年7月31日

コモンズ３０＋しずぎんファンド
追加型投信 / 内外 / 株式

基準価額の推移
2014年12月29日 ～ 2026年7月31日
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純資産総額(右軸)

分配金込基準価額(左軸)
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運用実績
2014年12月29日 ～ 2026年7月31日

基準価額

31,532 円

(前月末比)

△666 円（△2.07%）

純資産総額

21.1億円

(前月末比)

△0.4億円（△1.77%）

騰落率(分配金込)

期間 騰落率

1ヵ月 △2.07%

3ヵ月 6.04%

6ヵ月 15.17%

1年 32.87%

3年 51.05%

5年 93.53%

10年 232.69%

設定来 215.32%

分配金（1万口当たり、税引前）

決算期 分配金

2021年12月 0円

2022年12月 0円

2023年12月 0円

2024年12月 0円

2025年12月 0円

設定来合計 0円
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※「業種別構成比」「未来コンセプト別比率」「組入上位10銘柄」に関しては、マザーファンドについての記載になります。※各比率はマザーファンド
の純資産総額を100％として計算しております。四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります。※その他とは現金等を指します。
◎「未来コンセプト」とは、当ファンドが行っている業種分類です。以下のように10種類に分類を行っております。「資源・エネルギー」「新素材」
「精密テクノロジー」「ウェルネス」「生活ソリューション」「社会インフラ」「未来移動体」「快適空間」「地球開発」「ライフサイクル」

ポートフォリオの構成比

種別 比率
コモンズ30ファンドマザー 90.5

しずおかフィナンシャルグループ株式 9.2
現金等・その他 0.4

構成銘柄数 32社

 

ポートフォリオの状況

組入上位10銘柄

  銘柄 未来コンセプト 銘柄概要 組入比率

業種別比率

機械 19.1%

化学 18.8%

電気機器 17.8%

卸売業 7.8%

その他製品 7.4%

小売業 6.9%

サービス業 6.1%

食料品 4.1%

情報・通信業 2.6%

輸送用機器 2.4%

金属製品 2.3%

医薬品 2.0%

その他 2.6%

未来コンセプト別比率

精密テクノロジー 17.5%

新素材 14.4%

ウェルネス 14.1%

ライフサイクル 11.2%

生活ソリューション 10.8%

快適空間 8.8%

資源・エネルギー 7.8%

地球開発 6.3%

社会インフラ 4.0%

未来移動体 2.4%

その他 2.6%

1 アシックス ライフサイクル
世界の人々の足元を支え、心と身体が健康で居続けられる世界

へ
4.1%

2 味の素 ウェルネス
「食と健康の課題解決企業」としての認知を広め、コーポレー

トブランド価値向上を目指す
4.1%

3 日立製作所 社会インフラ インフラとＩＴをつないで、社会課題を解決する 4.0%

4 丸紅 資源・エネルギー
規律ある経営で収益を積み重ね、いつか総合商社ナンバースリ

ーに
3.9%

5 三菱商事 資源・エネルギー 変化に強い組織力で、進化し続ける 3.9%

6 ファーストリテイリング ライフサイクル
「ユニクロ」ブランドで世界展開。企業理念は「服を変え 常

識を変え 世界を変えていく」
3.9%

7 東京エレクトロン 精密テクノロジー
創業時のエネルギーが脈々と続く「革新」を続けるグローバル

企業
3.8%

8 堀場製作所 精密テクノロジー 「おもしろおかしく」、時代に合わせて領域を拡大 3.7%

9 信越化学工業 新素材 戦略的なポジショニングに優れ、素材メーカー随一の収益性 3.7%

10 ＴＤＫ 精密テクノロジー 「磁性材料」から技術開発力でグローバル社会に貢献 3.6%
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組入比率と組入銘柄については、マザーファンドについての記載となります。

運用状況

◎運用レビュー
当月のファンドの月間リターンは▲2.07％の下落となりました。

◎運用責任者メッセージ

7月の内外株式市場は、人工知能（AI）や半導体関連株が大きく下落しました。米国SOX（フィラデルフィ
ア半導体株指数）は、月間で20.6％安とリーマンショック以降最大の下落率となり、ナスダック総合指数、
韓国や台湾の株価指数、日経平均株価も下落率が大きくなりました。国内市場では、一方で内需関連株など
が買われTOPIX（東証株価指数）は、底堅く推移しました。

業種別では、東証33業種のうち、海運業、ゴム製品、鉄鋼が騰落率上位となる一方、非鉄金属、ガラス土
石、電気機器が下位となりました。

当マザーファンドは、月間で▲2.61％の下落、投資先31銘柄中18銘柄が値上がり、13銘柄が値下がりとな
りました。同期間のTOPIX（東証株価指数；配当込）は＋0.22％の上昇、日経平均株価は▲8.14％の下落
となりました。 

当マザーファンドの株式の組入比率は、97.4％と前月比1.0％の上昇となりました。個別銘柄の月間騰落率
では、資生堂（＋20.47％）、日立製作所（＋17.80％）、エーザイ（＋17.21％）が上位3銘柄となりパ
フォーマンスをけん引しました。下位3銘柄は、東京エレクトロン（▲28.06％）、ディスコ（▲28.0
3％）、デクセリアルズ（▲22.33％）でした。当月、上場来高値を更新した銘柄が4銘柄、年初来高値を更
新した銘柄も7銘柄ありました。今月も設定来高値を更新しました。

さて、2026年も後半戦に入りました。企業業績は総じて堅調に推移しており、生成AI、デジタル化、省力
化・自動化、GX（グリーントランスフォーメーション）など、中長期的な成長テーマへの投資も引き続き拡
大しています。一方で、米国の通商政策や金融政策、各国の政治動向など市場の変動要因も多く、短期的に
は神経質な相場展開も想定されます。

私たちは、こうした市場環境だからこそ、短期的な株価変動に左右されることなく、企業への個別取材を重
ね、経営者の考えや企業価値の持続的な成長力を丁寧に見極める運用を継続してまいります。企業との対話
を通じて長期的な価値創造を支援し、受益者の皆さまの資産形成に貢献できるよう努めてまいります。

NISAの成長投資枠で購入できる国内アクティブファンドとして、今後とも当ファンドをどうぞよろしくお願
い申し上げます。

最高運用責任者 伊井 哲朗

投資委員会メンバー

〇伊井哲朗、原嶋亮介、上野武昭、古川輝之、金子敬行、伊藤里沙/〇は最高運用責任者

新規組入投資先

なし
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今月のピック！

■（3382）セブン＆アイ・ホールディングス

7月31日、セブン＆アイHDは、ソフトバンク株式会社、PayPay株式会社（スマートフォンを使った決済サ
ービス事業者）、LINEヤフー株式会社、三井住友カード株式会社（三井住友フィナンシャルグループの総合
決済事業者）などとの間で戦略的パートナーシップに合意しました。セブン＆アイHDに対して、ソフトバン
ク、PayPay、三井住友カードの3社は各1,000億円ずつ、総額3,000億円出資することになります。
セブン＆アイHDは、国内コンビニ「セブン-イレブン」の店舗2万店超を展開し、1日あたり約2,000万人の
来店客が訪れます。この強固な事業基盤に、今回、パートナーとなる企業のデジタル技術、データ活用力、
多様な顧客接点を掛け合わせることで、ID・ポイント連携や大型販促が可能となります。また、ソフトバン
クのAI技術などを活用することで、店舗省人化・省力化の取り組みも加速する期待も高まります。

シニア・アナリスト 上野 武昭

 

■（6988）日東電工

日東電工は7月28日に2026年度第1四半期決算を発表しました。売上高・各段階利益ともに市場期待を上回
り好印象な決算でした。事業別の要因分解では、インダストリアルテープセグメントにおいては成長期待が
見込まれるスマートフォン向けバッテリー固定用テープの好調さ、データセンター需要拡大においてその市
場で利用される半導体メモリ製造過程で利用されるテープの需要が拡大しました。これまで主力だったオプ
トロニクスセグメントではその半導体メモリの供給優先度からパソコンやタブレット向けに弱含む展開とな
りました。一方でデータセンター向けのハードディスク需要の増加によりその構成部品は好調でした。今後
の同社をみていくうえでのポイントは収益構造の変化と新領域の拡大です。情報機能材料(スマートフォン向
けフィルムやテープ)関連から回路材料向けに売上構成が変化してきている点、医薬関連を手掛けるライフサ
イエンス事業が成長フェーズへ移行してきている点が挙げられます。時代の変化に柔軟に対応しニッチトッ
プ製品を今後も創出し続けていくものと思われます。

シニア・アナリスト 古川 輝之

 

■（8035）東京エレクトロン

AI半導体の需要増に伴う半導体製造装置への強い引き合いを追い風に、7月30日発表の第1四半期決算は前年
同期比で増収・増益となり、高まっていた市場コンセンサス並みで着地、粗利率も計画比で改善しました。
第2四半期以降の見通しも強く、上期計画を上方修正しました。下期は上期を上回る成長が想定されるようで
す。総じて成長性と収益性の両面で期待感を高める発表内容でした。7月28日の熊本地震で工場が被災した
ものの、過去の教訓を活かしたBCP強化が奏功し、早期の稼働再開に繋がりそうです。同社は現在、価格適
正化と生産性向上による収益性改善に注力しています。同時に、将来を見据えたR&D、設備投資、人的投資
などの積極投資が、持続的な成長サイクルに結び付いています。「営業利益1兆円企業」への仲間入りを果た
す日も、そう遠くはなさそうです。

ポートフォリオマネジャー  金子 敬行
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COMMONS MEETS 2026－長期投資思考と、未来をつくる意思決定

2026年6月14日（土）コモンズ投信17周年イベント「COMMONS MEETS 2026－長期投資思考と、未
来をつくる意思決定」を開催しました。
「長期投資」と聞くと、株価や運用の話を思い浮かべる方も多いかもしれません。
でも、今年のCOMMONS MEETSで何度も耳にしたのは、「未来を信じること」「信頼関係を築くこと」
そして「対話を続けること」の大切さでした。
企業を経営する人も、企業に投資する人も、未来は誰にもわかりません。それでも、目先の変化にとらわれ
ず、未来を見据えて意思決定を重ねていく。その考え方には、たくさんの共通点がありました。
今回ご参加いただいた皆さまにも、ご自身の中にある長期投資思考と共鳴するものを感じていただけていた
ら嬉しく思います。
当日ご参加いただけなかった方にも、ぜひ登壇者の言葉や会場の雰囲気を味わっていただきたく、各講演の
動画をご用意しました。

基調講演

長期視点で切り拓く経営
味の素株式会社 取締役 代表執行役社長 最高経営責任者 中村 茂雄 様
117年続く企業は、何を大切にしながら未来を切り拓いてきたのか。
食品会社の枠を超えた挑戦や、長期経営への想いを語っていただきまし
た。

▶動画はこちら
https://youtu.be/EZkkkIeHZjY?si=Hih4NT6hUn2KDj4-

 

長期投資 ― 私の判断軸
ウォルター・スコットCEO ジェーン・ヘンダーソン 様
企業を長く応援する投資家は、何を見て、何を信じて投資しているの
か。40年以上変わらない長期投資の哲学をお話しいただきました。

長期投資と意思決定 ─ 揺らぎの中で何を信じるか
ジェーン・ヘンダーソン氏 / 伊井哲朗 / 渋澤健
企業経営者と長期投資家、それぞれの立場から語られた「未来への意思
決定」。今年のテーマを象徴する対話となりました。

▶動画はこちら
https://youtu.be/m8wLz5Vw09E?si=gxvJ3nbxB1bV4bvp

 

ゲストスピーチ|トークセッション

ダイアログ・セッション

時代のニーズを先読みしてテクノロジーの進化を支える
デクセリアルズ株式会社 経営管理本部  広報・IR部  
統括部長  鷲森良太様
主要顧客であるエレクトロニクス企業に対して技術トレンドやニーズを
先読みした素材・部品を提供することで成長してきた企業です。その提
供価値の大きさが極めて高い収益性に表れており、さらに顧客の幅を広
げることで成長を目指しています。

▶動画はこちら
https://youtu.be/iCQRhjdzfVE

 

 

参加者アンケートでは9割を超える方から「満足」「大変満足」とのご回答をいただきました。ご参加くださ
った皆さま、本当にありがとうございました。今年も、企業・運用会社・受益者が一緒になって未来につい
て語り合う、コモンズらしい一日となりました。
次また皆さまとお会いできるのを楽しみにしています。

マーケティング部/ブランドエディター  横山玲子



○当資料は金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。 ○投資信託は設定・運用を投資信託会社が行う商品です。
6 / 10

ちょっといい話

【数字の先にある人と文化】

株価の乱高下が目立つようになってきました。日々刻々と点滅する株価ボードを見ていると、時として投資
の本質を見失いそうになります。短期的な売買を繰り返す世界においては、株式とは単なる「格好のトレー
ディングツール」であり、記号に過ぎないのかもしれません。

しかし、私が確信し、実行している長期投資の姿勢は、それとはまったく異なります。長期投資家が行って
いるのは、無機質な数値の売り買いではありません。もっと生々しく、企業の息遣いを感じる、温かい「血
の通った投資」です。

私たちが買っているのは「株価」ではありません。「企業と同じ船に乗るためのチケット」です。その企業
に乗り込んでみると、企業という存在の核にあるのは、そこで日々汗を流し、知恵を絞り、挑戦を重ねてい
る「人」であることが分かります。働く社員一人ひとりの情熱、意思決定を下す役員たちの決意。投資とは
本来、彼らの未来や可能性に対して自らの資金を託し、背中を押す行為であるはずです。

では、その「人」という財産が真の力を発揮し、イノベーションを起こし続けるために不可欠なものは何で
しょうか。それこそが「企業文化」だと私たちは考えています。

どれほど優秀な人材が集まったとしても、互いを尊重し合えない風土や、挑戦の失敗を過剰に責める文化の
中では、人の才能は萎縮してしまいます。一方で、健全な危機感を持ちながらも活発な対話が飛び交い、理
念が現場の末端まで浸透している企業文化の中では、人は驚くほどの力を発揮するものです。変化に柔軟に
対応し、困難な局面でも一致団結して乗り越えていく強い組織は、一朝一夕には作れない「目に見えない企
業文化」という土壌によって育まれていると感じています。

企業の財務諸表や決算短信を読み解くことは極めて重要ですが、過去の数字だけでは未来の持続可能性まで
は測れません。私たちが、企業の「対話（エンゲージメント）」や現場の空気感にこだわるのは、数字の背
後にある「人間ドラマ」と「文化の強さ」を確かめたいからです。優れた企業文化に守られ、生き生きと働
く社員たちが創り出す価値は、時間をかけて必ずや確かな業績となり、最終的には「株価」という形で市場
に還元されていくものです。

投資とは、単に資産を増やすための手段にとどまりません。企業への投資は、自分が「素晴らしい」「応援
したい」と思える企業文化とそこに集う人材に資金を託し、その成長の伴走者となることです。それは、望
ましい社会の未来に対して一票を投じるような行為でもあります。

株価の短期的な乱高下に一喜一憂するのをやめて、その企業の「人」と「文化」に目を向ける、そんな血の
通った投資の先にこそ、真に豊かなリターンと、社会を良くしていく手応えが待っていると信じています。
私たちコモンズ投信は、こうした長期投資を通じて皆さまの資産を守り、インフレに負けない資産の成長を
目指してまいります。引き続き、どうぞご期待ください。

代表取締役社長兼最高運用責任者 伊井 哲朗
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販売会社一覧

 

販売会社名称 登録番号等
日本証券業

協会

一般社団法人

資産運用業

協会

一般社団法人

金融先物取引業

協会

一般社団法人

第二種金融商

品

取引業協会

一般社団法人

日本STO

協会

 株式会社静岡銀行  登録金融機関
東海財務局長

（登金）第5号
○   ○    

 マネックス証券株式会社 金融商品取引業者
関東財務局長

（金商）第165号
○ ○ ○ ○ ○

 静銀ﾃｨｰｴﾑ証券株式会社 金融商品取引業者
東海財務局長

（金商）第10号  
○        

 株式会社SBI新生銀行
 (委託金融商品取引業者 
 マネックス証券株式会社)

登録金融機関
関東財務局長

（登金） 第10号
○   ○    
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基準価額の変動要因

当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資するため、その基準価額は変動します。したがって、お客さま（受益
者）の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割込むことがありま
す。委託会社の運用により生じるこうした基準価額の変動による損益は、すべてお客さま（受益者）に帰属します。な
お、投資信託は預貯金と異なります。
お客さま（受益者）には、当ファンドの内容・リスクを十分にご理解のうえ、ご投資の判断をしていただくよう、よろ
しくお願い申し上げます。
なお、下記のリスクはすべてのリスクを網羅しているわけではありませんので、ご注意ください。

基準価額の変動要因となる主なリスク

株価変動リスク 当ファンドは実質的に国内外の株式を組入れるため、株価変動の影響を大きく受けます。一般に株
式の価格は、個々の企業の活動や業績、国内および国外の経済・政治情勢などの影響を受け変動し
ます。株式の価格が下落した場合には基準価額は下落し、投資元本を割込むことがあります。

流動性リスク 有価証券等を売却あるいは取得しようとする際に、市場に十分な需要や供給がない場合や取引規制
等により十分な流動性の下での取引が行えない、または取引が不可能となる場合が生じることを流
動性リスクといいます。この流動性リスクの存在により、組入銘柄を期待する価格で売却あるいは
取得できない可能性があり、この場合、不測の損失を被るリスクがあります。

為替変動およびカントリーリスク 外貨建資産を組入れた場合、当該通貨と円との為替変動の影響を受け、損失を生ずることがありま
す。また、当該国・地域の政治・経済情勢や株式を発行している企業の業績、市場の需給等、さま
ざまな要因を反映して、当ファンドの基準価額が大きく変動するリスクがあります。

投資リスク

その他の留意点

●当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6に定める「書面による契約の解除」（いわゆ
るクーリング・オフ）の適用はありません。
●当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場に
おいて市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で
取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響
をおよぼす可能性や、換金のお申込みの受付が中止となる可能性、すでに受付けた換金のお申込みの受付が
取り消しとなる可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性があります。
●当ファンドは30銘柄程度への集中投資および株式会社しずおかフィナンシャルグループ株式へ最大10％程
度の投資を行うため、他のファンドに比べ1銘柄が全体に及ぼす影響が大きくなる傾向にあります。そのた
め、各種リスクが比較的高くなる可能性があります。
●当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。そのため、当ファンドが投資対象とするマザ
ーファンド受益証券を投資対象とする他の投資信託に追加設定・解約等に伴う資金変動等があり、その結果
としてマザーファンドの組入有価証券の売買等が生じた場合には、当ファンドの基準価額に影響がおよぶ場
合があります。
●収益分配金は、預貯金の利息とは異なります。収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンド
の収益の水準を示すものではありません。収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があり
ます。投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払い戻しに相当
する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上りが小さかった場合
も同様です。収益分配の支払いは、信託財産から行われます。従って純資産額の減少、基準価額の下落要因
になります。
●投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保険機構、貯金保険機構および保険契約者保護機構の保
護の対象ではありません。また、証券会社を通じて購入していない場合は投資者保護基金の支払いの対象と
はなりません。
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投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料 販売会社が、別途定める購入申込手数料を申し受ける場合があります。なお、販
売会社における購入申込手数料率は3.3％（消費税込）が上限となっております。

換金手数料 ありません。

運用管理費用（信託報酬） ファンドの純資産総額に年率1.265％（消費税込）を上限とした率を乗じて得た
額とします。 信託報酬は、純資産総額の一定の増加により逓減する仕組みになっ
ています。

信託財産留保額 ありません。

その他の費用・手数料 当ファンドに組み入れる有価証券等を売買する際の売買委託手数料およびこれに
かかる消費税等相当額などの実費が投資信託財産より控除されます。また、目論
見書・運用報告書等作成費用、監査費用、信託事務に要する諸費用等として、純
資産総額に対して年率0.11％(消費税込)を上限として投資信託財産より控除され
ます。上記の手数料(費用)等の合計額については、運用状況、保有機関等に応じ
て異なりますので、上限額等を事前に示すことができません。

ファンドの費用
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その他 商品分類 追加型投信/内外/株式

信託設定日 2014年12月29日

信託期間 無期限（ただし、ファンドの残存口数が10億口を下回った場合等には
信託期間の途中で信託を終了させることがあります。）

決算日 原則として毎年12月18日（休業日のときは、翌営業日を決算日としま
す。）

分配方針等 毎決算時に、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定しま
す。ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行わないことがありま
す。当ファンドは分配金再投資専用です。 よって、分配金は税金が差
引かれた後、自動的に再投資されます。なお、収益の分配に充てなかっ
た利益については、運用の基本方針に基づいて運用を行います。

購入単位 販売会社によって異なります。詳しくは販売会社にお問合せください。

購入価額 購入申込日の翌営業日の基準価額

換金単位 販売会社によって異なります。詳しくは販売会社にお問合せください。

換金価額 換金申込日の翌営業日の基準価額

換金代金の支
払い開始日

換金申込日から起算して5営業日

申込締切時間 購入・換金ともに原則毎営業日の午後3時30分までです。 午後3時30
分を過ぎてのお申込みは、翌営業日のお申込みとして取扱います。

委託会社 コモンズ投信株式会社
〒107-0062 東京都港区南青山2-5-17　ポーラ青山ビル16階

・金融商品取引業者
・関東財務局長（金商）第2061号
・加入協会 一般社団法人 資産運用業協会

お問い合わせ先
■コールセンター（受付時間／平日 午前10時～午後4時）03-5860-5706
■ウェブサイト　https://www.commons30.jp/

R e l . 14108  2026 -08 -07  09 :31 :11  +0900

お申込みメモ

ご注意事項

本資料は、コモンズ投信が投資家の皆さまに情報提供を行なう目的で作成したものです。
ファンドの組入銘柄の参考情報を提供することを目的としており、特定銘柄の売買などの推奨、また価格などの上昇
や下落を示唆するものではありません。
このレポートは、信頼性が高いと判断された情報等に基づいて作成しておりますが、その正確性・完全性を保証する
ものではありません。記載された意見・見通し等は作成日時点のものであり、将来の株価等の動きやファンドの将来
の運用成果を保証するものではありません。また、将来予告なしに変更される場合もあります。
投資信託の取得を希望される方は、コモンズ投信または委託会社が指定した販売会社でお渡しする投資信託説明書
（交付目論見書）を必ずご確認のうえ、ご自身の判断でお申し込みください。

関係法人


